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はじめに
 
  
日本では、林野利用に占める育林生産の比重が大正時代か
ら徐々に増し、戦後本格的に増大した。本稿は、林野利
用における育林生産への特化以前の、さまざまな林野利用の分布状況を地図で示すことを目的とする。この作業を進めるには、個々の 野利用ごとに、日本全国について均一な統計データのあることが望ましいが、そのような資料は必ずしもそろっていない
（注一）
。そのため、本稿では検討対象から除外したり、一部の地域での分析にとどまった林野
利用もある。 作図に先立って検討した先行研究 作図に関わる資料・統計とそれらの吟味・資料整理については次章、具体的な作図の作業工程と作図結果については第二章において解説する。
 
 
第一章
 
林野利用の作図のための資料
 
 
（一）焼畑
 
 
焼畑生産については、 『一九三六年山林局調査』
(以下、 『山林局調査』
)や『一九五〇年世界農業センサス』
(以下、
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『農業センサス』
)を用いて佐々木高明（一九六六ａ、ｂ）が、地方ごとの焼畑分布図を作成した
（注二、注三）
。佐々木は、
焼畑面積率と焼畑農家率を一九五〇年当時の市町村ごとに求めたのち、統計上精度の高い焼畑農家率によって焼畑分布図を作成している。論文中には東北地方、中部地方、中国・四国地方、九州地方の図が掲載されているが、焼畑面積率や焼畑農家率などの表は、東北地方と九州地方、および四 山地の一七町村について掲載しているだけである。また、作図に際して、市町村単位の焼畑農家率の差異をそ
のまま描き分けるのではなく、変化をなだらかに図示する
ため一種の内挿法によるスムージングを行って作図している。それゆえ、佐々木 分析結果をそのまま援用し 全国の焼畑分布図を作成することはできず、改めて『農業センサス』から市町村ごとの焼畑面積率と焼畑農家率を算出して、一九五〇年当時の市町村界に基づいて作図しなおすことが必要になる。
 
 
佐々木は、一九三六年の焼畑面積と一九五〇年当時の焼畑
面積を比較して、一九五〇年当時、すでに日本の各地に
おいて焼畑が衰退過程にあったことを明らかにしている。しかし、一方で、一九五〇年から一九六〇年の間の焼畑衰退ははるかに急激であっ 。ま 、佐々木 、一九三六年の統計値は 九五〇年の統計値 比べて信頼度が著しく低いと判断し、 『農業センサス』の焼畑農家率を指標に用 ている。本稿にお ても、佐々木と同様、焼畑農家率 指標にして分布図を作成した。
 
『山林局調査』と『農業センサス』の焼畑面積の値の問題点として、佐々木は、 『山林局調査』については東北地方
や九州の一部の焼畑面積の値が過小 脱漏が ること、千
町歩を超える焼畑面積を有するとして計上された高知・静
岡・熊本の十一町村の値が実際の耕作面積としては過大に過ぎるこ を挙げ 『農業センサス』 ついては逆 多くの市町村の焼畑面積が小さく報告され いること、現地調査や先行研究を通じ 得られる焼畑面積の実数はセンサス値の数倍から十倍に達することを指摘 た。
 
両統計間の数値が大きく異なる理由 して、 佐々木は 『山林局調査』 における東北諸県で
｢調査もれ
｣を推測した。
一方、 『農業センサス』 焼畑面積の過小理由 ついては特 言及していないが 農家に調査票を配布して集計する
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式のため、農家が過小報告した可能性を考えていると思われる。しかし、筆者は、調査方式だけでなく、調査対象となった土地の範疇が異なるために両者の焼畑面積に違いが生じた可能性を指摘したい。
 
『山林局調査』は治水対策の一環として昭和十年に行われ
た調査である。各役場に調査を依頼し、得られた焼畑経
営町村数、戸数、焼畑面積は、それぞれ千百四十四町村、十五万二千六十九戸、七万七千四百十四町歩である。報告書は、県および河川流域単位に焼畑の量的分布を示しており 大半の結果が町村単位では公表されていない。県別の焼畑面積 焼畑以外の農耕地面積、 戸数、焼畑 営む
町村の総戸数集計と、百町歩以上の焼畑経営町村名とその
焼畑面積・焼畑以外の農耕地面積を計上しているため部分的にしか市町村レベルでの焼畑分布がわからない。本調査は、治水対策の観点から 焼畑を、農作物の生産を主目的
とする循環利用と、造林に伴う地拵えを兼ねた利用に分類
し、あわせて焼畑経 地の公有地と私有地の別について計
上してい 。造林に伴う焼畑は林野整備の中での焼畑なの
で、その対象地は林野に属し、焼畑耕作中 み耕地として
の実体をもつ。当時すでに六割の焼畑が造林地で 地拵え
に伴う焼畑であること、公有地での は五％に過ぎないことを明らかにし、土壌浸食を発生しやすい農作物生産を主目的とする私有焼畑地での治水対策 必要を結論づけている。
 
『山林局調査』に記す、公有地・私有地は、あわせて民有地として括られ、国有地・御料地以外の土地を指す。明
治初期、土地は官有・民有に二大別されたが 県・市町村 財産の創出や入会林野・部落有林野への地方公共団体による管理を実現するために公 概念が創出され、実体的な
公有財産形成が進められた。また、国有地・御料地で
実体として存在していた入会権等が、長期にわたって法的に否定された。公有地・私有地の語は このような歴史的背景をもつ。具体的には、公有と は、公有として道府県有・市町村有・部落有、 として共有・法人有・個人有、一方に含めにくい社寺有の土地が存在する。また 山林局は部落有林野 解体と私有林野の拡大により、近代的土地所有に基づく育林生産の推進を ざした機関 要約できる。
 
以上から、 『山林局調査』は、道府県有・市町村有・部落有、共有・法人有・個人有、社寺有の土地を対象範囲にし
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て焼畑調査を行ったはずである。その際、公有・私有の判定が必ずしも容易でない。部落有・共有・社寺有および市町村有は、多くがともに入会林野・部落有林野を起源とし
て分化してきたからである。次に、明治期以後に国有林野
に編入された林野は分布の地域差が大きく、東北地方で一般に高い。法的には否定されているが、国有地における入会利用が行わ ている場合も一部の地域ではある。国有林
野比率が高い東北地方では、実体としての焼畑の有無にか
かわらず、低い焼畑面積統計値の要因になっている可能性がある。さらに、林野中で耕作中の焼畑面積を計上することは、耕作当事者でなければ容易にできないため
、役場における計上作業では焼畑が営まれる林野
(林野小字
)の面積
が計上される可能性があるように思われる。また、明瞭に
弁別できる所有主体の土地や弁別可能な台帳等の資料に基
づく場合はその計上が比較的容易であろうが、そうでない場合は、面積および土地の所属に関して焼畑農家に確認しない限り、担当者 判断 結果に影響を及ぼすと思われる。台帳等に焼畑 目として計上されている地域はわずかである。その地目の面積をそのまま計上するのか、それとも
実際の焼畑耕作面積を計上する か、必ずしも本調査は明
瞭ではない。
 
『農業センサス』で対象とした焼畑・切替畑については、センサス自体の解説のなかに対象とする土地についての
明瞭な説明がある。調査対象とする農用地は、 「田 樹園地、普通畑、焼畑、切替畑、宅地、採草 、放牧地、放牧する山林、荒地、水路、溜池、永久的農道」で、
｢焼畑とは山地や傾斜地の樹木や草を焼いて、短期間作物を栽培する耕
地である。切替畑と 新開墾地あるい 地力の弱い土地で一定期間作物を栽培し 地力の衰えたときは一定期間休閑して 力が復元したら作物を栽培するような耕地である
｣と、 「耕地」であることを明確に示す。さらに、調査対象と
する経営土地を、その土地の所有関係により、所有、借入、その他に三区分し、 「所有地」 「農家の世帯員が自家経営に使用する土地の所有権を法律上はっきりもっている場合」 、 「借入地」は「他人 所有する土地を契約をむすんで借りうけている土地」 、 「その他の土地」には「他人の土地を無料 耕作している場合」 「入会地や共有地で所有権は部落や法人などにあ が、そこを使用する権利は自分にあるというような土地を使用してい 場合。すなわち この
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調査では割地してあって、自分の使用する権利の面積がはっきりしているものだけをとる」の注記がある。したがって、土地台帳等で耕地であることが法律上確定している地筆、自家および他人の所有地での焼畑耕作中の土地、入会林野・部落有林野における割地方式での焼畑耕作中の土地が、 『農業センサス』では焼畑面積として計上されることになる。これに従えば、前者の耕地 筆については、現在耕
作中か否かにかかわらない台帳上の数値（休閑も含めて全
域を経営耕地とみなす切替畑としての理解）またはそのなか 現在の耕作地（大半を実際は林野とみなし現在の利用地だけ 耕地とみなす焼畑としての理解）が計上されるのに対 、後者は現在耕作中の焼畑面積 が計上されることになる。しかも、割地としての利用形態をとらない は調査対象外となり 計上されな 。したがって、土地台帳等の法的根拠に基づいた焼畑面積 計上できない地域で 、 『農業センサス』のほうが『山林局調査』よりも面積が過小になる可能性が高い。ま 、 『山林局調査』では、国有林野 比率や公有林野の実態により、焼畑がなされている場合でも、焼畑面積と て計上される値がかなり限定される可能性が高い。これらの条件が両資料の計上値に大きな影響を及ぼしていることが推測される。
 
 
（二）製炭
 
 
木炭生産については、 『一九六〇年林業センサス』によって、一九五〇年当時の旧市町村単位での全市町村の薪炭材
生産や製炭世帯数などがわかる
（注四）
。農業センサス、林業センサスともに、その利点として、広域合併以前における
内部の同質性が高い一九五〇年当時の行政市町村単位でのデータ集計が されてい 点を挙げ ことができる。そこで、これを用いて、林野 町歩あたり薪炭材生産量 三㎥以上
、または製炭事業者数が全農林家の三〇％以上の市町
村を製炭が盛んな地域とみなした。木炭生産と農業との基本的な差異として 生産者が製炭を営む林野の所有者ではなく、焼き子や年季契約により一時的に出稼ぎすることが
考えられる。焼畑と異なり、製炭適地を求めての移動が町
村をまたがる場合も多い。本来は個々の地域の林野 うち、どれだけがどの林野利用に供 のか 明らか
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なるのがベストであるが、このような生産特性を考慮して
、薪炭材生産量とともに製炭事業者比率も指標とした。
 
三㎥以上または三〇％以上の値に特別な根拠はない。近代
日本において木炭生産は増加傾向にあり、広範な山村で
生産が増大した。 そのため、 二㎥以上または二〇％以上の地域を図化すると、 非常に広い地域が対象になってしまう。他の林野利用が盛んな地域との弁別も困難になる。一方で、四㎥以上または四〇％以上の地域では、確かに製炭が盛んな地域が図化できるものの、 逆に、 広範な山村で製炭が盛んに行われていた事実が十分に反映されないと判断した。
 
木炭生産者として、 『一九六〇年林業センサス』には、自営製炭世帯数、企業製炭者数、国営等の数の３つが計上さ
れている。後二者の規模は前者に比べて大きい それを数値化して示すことは困難なので、これらを単純に合計して製炭事業者数とした。また、 『一九六〇年林業センサス』の自営製炭世帯数に 、一九六 年値と一九五七年値の２つが掲載されている。主 る燃料 木炭から石炭に切り替わった時を第 次燃料革命という。その転換期は年と一般に言わ ので、製炭の衰退直前 数値を反映していると思われる一九五七年値の自営製炭世帯数を用いた。二時点の製炭事業者数を比較すると、一九六〇年の値がかなり下がっている場合があった。
 
ところで、木炭は白炭と黒 に二大別される。用途の違いによって近代期には白炭の産地と黒炭の産地の分化が進
行したといわれている。 しかし統計では白炭と黒炭が分類されていないので、 分布図ではその別が示せなかった
（注五）
。
 
 
（三）木地加工
 
山間部において木地師・木地屋は、多くの場合、木地加工就業可能な地域を求めて移動しつつ生活を いた。樹種は、落葉広葉樹林帯の中国山地では、杓子木として 林野内のぶな もとす、ほお こぶし、いも 木が、年季売買された。紀伊半島では、くりとともに、平 用に檜が利用された。こ ような木地加工利用は 明治初期の地租改正に伴う林野官民有区分によって、 それまで 入会林野・部落有林野が国有林野に編入されたり、 私有林野になって所有者 よる排他的管理が進行したため困難となり、以後急速に衰退した。林野資源を求め 適地を移動す は
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 7 ） 
失われ、木地加工の職能者の定住が進行した。定住化に際して、小屋掛けして居住する地域の奥山・深山についての所有権を求めて、木地師・木地屋が地元の山村と裁判を引き起こした例が各地に残ってい 。
 
江戸時代の木地加工移動民の分布を再構成する資料としては、 『氏子狩帳』がある（杉本寿一九七二、橋本鉄男一九
七〇
）
（注六）
。しかし、江戸時代の木地師・木地屋の分布と生態については検討せず、ここでは、定着化が進行した近代
期における、木地加工就業者の分布を調べることにした。
 
近代期における木地加工就業者に関する統計としては、市郡を単位地域に、さまざまな職人や技術者の人数を調べ
た、陸軍省作成の『徴発物件一覧表』が役に立つ。特にそ
の明治二四（一八九一）年版は最も詳細な調査がなされて
おり、当時の市郡ごとに、医師、獣医、蹄鉄工、大工、船大工、石工、鍛工、車工、銃工、桶工、杣職、木挽職、革工、靴工 鞍工、縫工の人数が掲出され いる
（注七）
。この統計は、明治一五年徴兵令の施行に伴い、有事の際の徴兵
に供しうる職業人を調査しているので、医者を筆頭に各種職人 人数 計上されている。これらのうち樹木加工に関する職人として、大工、船大 、桶工、杣職、木挽職 ある。前二者と後三者は性格が異なり、こ で扱う木製品加工については後三者の関連が深い。また 当然のことながら、大工や桶工は主たる需要地である都市に在住する職人の比重が高く、船大工は漁業や舟運の地域 偏在し 杣工や木挽職は山村在住者の比重が高い。木地師・木地屋は年季契約で一定域の林野の木地加工用樹種 伐採の権利を得て、林野内に小屋掛けしてその立木を伐採・加工して生活するので、木の利用 仕方として木挽職に最も類似する。また 杣 については数値 計上されていな 郡も多い。以上から、木挽職 分布が木地師・木地屋 系譜をひく木
地加工利用者の分布に近いと推測されるので、この値を用
いることとし 北海道と沖縄を除く地域について、この作図を行った。
 
本作業について、単純に絶対人数で検討すると、人口の多
い都市部が上位となり、人口希薄な山間部での木地加工
就業者の実態が十分把握できない。 『徴発物件一覧表』中では、戸数、人口 男女数などの値は、大字別に掲載されている。そこで、大字別人口を市郡別に集計して、単位人口千人当たりの 挽職 人数によって木地加工地域の地図を
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作成した。大字別の人口を市郡別人口に集計すること自体、膨大な作業を要するが、筑波大学空間情報科学分野村山祐司研究室が 『徴発物件一覧表』 のデータをエクセル形式でデータ入力して公表し、 希望者の利用に供しているので、申請利用して本作業を行った。謝意を表する
（注八）
。
 
全国市郡別の戸数、人数、男女数、各種職人の人数に関す
る一覧表を作成したのち、まず入力データの誤りの有無
を検討した。具体的には市郡別人口における男女比、一戸あたり人数をとり、極端な値がないか確認し、原資料からの入力過程に生じた入力ミス、原資料 誤記 みつけて修
正に努めた。男女比が、〇．八台～一．二台よりも偏った
値の郡が約十あったが、市町村や大字の男女数いずれかの入力ミス、あるいは二箇所については原資料の活字の異常がみつかり、それを修正したら、すべて〇．八台～一．二台 範囲内に収まった。一戸あたり人数につ ては入力ミス等の異常値を確認できなかっ 。こうし 木挽職の千人
当たり人数の多い市郡を配列し、地図化した。なお、静岡
県榛原郡 み、原資料の郡の職人数欄が空白でデータが欠落している
（注九）
。
 
 
（四）林野放牧
 
林野放牧については、全国および日本各地を対象にした安田初雄
 (一九五四、一九五六ａ、ｂ、ｃ、一九六二
)と、
中国地方における主に牛 放牧地域 研究 石田寛
(一九六〇ａ、ｂ、一九六一ａ、ｂ
)がある
（注十）
。安田（一九六
二）は、 『昭和一二年一二月末日現在
 
公私有牧野統計表』 （以下、 『公私有牧野統計表』 ）を用いて、日本の町村別放
牧地率の分布図を作成し、北海道南東部・東北地方北東部（北奥羽） ・阿武隈山地（南奥羽） ・本州中央高地・中国山地東部および中央部・中九州が戦前期の主要な放牧 域であることを示した
（注十一）
。そのうえで、各放牧地域と放牧
タイプの対応関係に注目し、現地調査を踏まえて、北海道南東部は輪換通年放牧型・全温暖季放牧型、北奥羽と南奥羽は高冷地春秋放牧型・全温暖季放牧型、本州中央高地は
全温暖季放牧型、中国山地東部は昼間放牧＝半放牧型、中
国山地中央部は低暖地春秋放牧型、中九州は春初夏秋 三
季放牧型と、各地域の放牧タイプに気候や農業条件の違い
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 9 ） 
に応じた地域差があることを明らかにした。石田は、中国山地の放牧地域についてより詳細に地図化し、放牧の集約度による垣・牧柵の造成密度の違いを主張
 
放牧はかつて日本各地にみられ、その一部は古代以来の官
牧や中世の牧荘園の系譜をひき、広く分布した。江戸時
代以降、新田開発に伴い、粗放的な放牧利用は徐々に山間部や農業不適地に限定されるようになった。近代以降の放牧地域を知るための資料としては、安田が用 た『公私有牧野統計表』があるが、この統計は、全国の林野の約三〇％を占める国有林野の値を欠く。次に、 『一九五〇年農業センサ
ス』が、採草地・放牧地面積を市町村単位で計上してい
るが、上述したように、個人有や会社有などの近代的所有
形態下の採草地・放牧地のみを対象としているので、当時
多くの面積を占め 部落有林野等の採草地 ・ 放牧地 計上されていない。 さらに山間部放牧は部落有林野だけでなく、これまで村々の奥山の一 を構成していた国有林野にもひろがっていた。また、往々放牧は混牧林で行われ、放牧利用とそ 以外の林野利用が同じエリアに展開することが少 くなか た。一九六〇年以降の統計では、すでに伝統的な放牧地は解体過程にある上に、国主導の新たな山上牧野の造成も一九六〇前後に本格化し 伝 的な山間部放牧の再編や解体を促進した。
 
これらを踏まえれば、最良の資料は、安田が用いた『公私
有牧野統計表』であろう。本資料によれば、昭和十二年
末現在の、国有及御料を除いた公私有牧野 使用するものを対象 、使用者の種類、使用者の氏名・名称と住所、野の所在地、牧野の種類と団地数、牧 所有者の種類 牧野 面積、過去一年間 牛馬放牧実頭数、採草地による牛馬飼養頭数が、牧野調査員が直接牧野使用者に調査したのち、牧野所在市町村ごとに集 して掲載 て る。調査手順に関する説明、公私有牧野の存在形態に関する説明、牧野とみなすか否かの判定基準 関して、 ずれも明瞭で具体的な説明がなされ しかも、調査の実施に際して、当時 林 の実態を十分踏まえていたこと よくわかる 放牧地・採草地別に面積が計上されているので、放牧を主とした地域と舎飼を主とし 地域の別も確認できる。
 
したがって、安田（一九六二）の第三図放牧地率の分布図が最もよく放牧の分布状況を示している。しかし、図自
（ 10 ） 
体が小さくやや不鮮明なうえに、作図に際して佐々木と同様スムージングを施しているため、原統計表にあたって初めから作成しなおすことが必要である。
 
これとは別に、林野放牧では、特に混木林地における利用の場合、焼畑や木地加工などに比べて毛状の樹木の改変
が小さいため、部落有林野に連続する県・市町村有林野や国有林野に、実体として牧野が広がっていた場合が多い。単に利用慣行にとどまり、使用契約に基づいてなされていた場合は少ないと思われるが、上記のように国有林野に関するデータが欠落しているので、確認がとれな 。
 
以上により、結果的に、ここでは、日本全国の地図化を行
わなかった。代わりに、筆者が中国地方の山口県を除く
中国四県の、 平野部と島嶼部を除いた地域に所在する市町村群を対象に、 郵送回収あるいは訪問回収を行ったアンケート調査の結果を地図化して掲載することにとどめた。林野放牧を行っ 地域の放牧実態について聞き取り可能な方々や機関についての情報を得る に、市町村役場産業課に
対して、 「伝統的山間放牧慣行調査への協力依頼」と題
した文面を返信用封筒同封の上郵送して得た返答によって、作図を行った
（注十二）
。
 
日本全体の地図化は今後の課題として残っている。
 
 
（五）木材生産
 
木材生産については、 江戸期ないし明治後期までにすでに林業地域として成立していた地域を作図することにした。
林業史の諸研究によって、明治期までの林業地域はおおむね明らかに っている
（注十三）
。それらの林業地域は、育成
林業地域と採取林業地域に二大別でき、採取 明治期以後に伐採を通じ 消滅していく一方、育成林業地域は一般に大正期以後生産 を拡 して た。そ ため、育成林業地域 ついては、明治期まで 成立しを特定しないと、その の拡大地域まで作図することになりかねな 。 ころが その特定 際して、林業史研究では、林野に密集する植林大径木を証拠に用いて林業地域の
形成年代を早く（古く）設定する傾向がある。しかし、筆
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 11 ） 
者は、植林の有無だけでなく、立木の年季売買の一般化などをあわせて証拠として用いることによって、育林生産が真に地域に根づき、普及して林業地域としての基盤が築かれたと判断すべきである、と考えている。
 
林業史研究とともに、 『日本林制史調査資料』 （マイクロフィルム）所収の史資料、そのダイジェスト版の刊行図書
である『日本林制史資料』が、江戸時代から明治期にかけて、藩別に林業史を知るうえで参考になる
（注十四）
。このほ
か、先進的な林業地域がある場合 各県市町村の自 体史や森林組合等の記念誌が、林業地域の解説を行っているので、明治期までに木材生産に特化していた地域を具体的に
特定するのに参考になる。網羅的ではないが、これらの資
料も参考にして、作図を行った。
 
 
第二章
 
林野利用図の作図工程と若干の解説
 
  
個々の林野利用図は、いずれもＧＩＳによって作図した。市町村界や郡界については、国土交通省の国土数値情報
ダウンロードサービスのサイトにおいて、一九二〇年、お
よび一九五〇年以後の各年に関して、ＧＩＳ用に提供され
ている
（注十四）
。今回の林野利用では、木地加工については一九二〇年の市郡・町村界のファイル群をダウンロードし、
それを加工して一八九一（明治二四）年当時の市郡界を求
めて作図した。それ以外の林野利用に関しては一九五〇年
の市町村界のファイル群をダウンロードして作図に用いた。ＡＲＣＧＩＳ一〇を作図ソフトとして用いたので、ダウンロードしたファイルを解凍後、シェープファイルの形式 ＡＲＣＧＩＳに対応 た形式に変換 作図を行った。
 
焼畑生産の図１は、一九五〇年当時の焼畑農家率を指標にして、五％～一〇％、一〇％～二五％、二五％～と三区
分して示している。戦前から紀伊半島ではほとんど焼畑利
用がなかったこと、戦前から 間に、関東・東
海・中国地方にお て焼畑利用から別の土地利用への変化
が進行したこと、全国的に戦前から造林前焼畑の拡大が焼
畑面積の減少の最大 要因をなしていたことなどが、先行研究 指摘されている。一九五 年段階の焼畑地域
（ 12 ） 
は、青森宮城の両県を除く主に日本海側の東北地方、部分的に断続しつつ新潟県から福井県に至る北陸地方の日本海側、兵庫県の日本海側と鳥取県東部、小規模ながら島根県西端と身延・赤石山脈一帯に分布するほか、高知県・愛媛県と熊本県・大分県と宮崎県の西部の山間部に大規模に分布している。
 
木炭生産の図２は一九五七―一九六〇年当時の木炭生産地域の分布を示している。製炭農林家率と薪炭生産量を指
標にして、それぞれ三〇％以上、三㎥以上の一九五〇年当時市町村を三段階 階級区分している。島根県、岩手県、福島県、高知県、愛媛県、宮崎県北部、鹿児島県、山形県
、岐阜県、京都府北部（丹波高地）などが産地を構成して
いる。焼畑の分布 比較して 島根・岩手・福島・鹿児島
などの緩傾斜の山地、消費地である都市部により近い地域
に分布する特徴を指摘できる。
 
木地加工利用の図３は、一八九一年当時の木挽職の分布を
、千人あたりの木挽職人数を指標にして、二．五～五、
五～一〇、一〇～と三区 して示している。愛知県と静岡県の 境北部から長野県および岐阜県北部にかけての中部地方西部の一帯、紀伊半島南部、広島・島根両県、各地の島嶼部に比率の高い地域 広く分布するほか、岩手県・福島県・栃木県・石川県能登 ・京都府・鳥取 ・岡山
・大分県などの一部の郡において比率の高い地域が 。
図３では、一八九一年から一九二〇年の間の市郡の合併・分割・編入などを調べ、一九二〇年当時の市町村界のＧＩＳデータを、ＡＲＣＧＩＳ のディゾルブ機能を用 て、一八九一年当時 市郡界に組みなおす作業が必要であった。この作業に関して、専修大学環境地理学科の空間情報処理室および地図・資料室 おいてテクニカルスタッフして非常勤勤務いただい いる小泉諒さんに、全面的にお世話になった。謝意を表する
（注十五）
。
 
図３に図示した郡界は一八九一
(明治二四
)年当時のため、現在では必ずしもその範囲を容易に知ることができない
ので、一〇〇〇人あたり木挽職人が四．八人を超える、木
地加工が盛んであった郡について、表１を掲載する。文化
庁文化財保護部が編纂し 『 師の習俗』三巻は、滋賀県・三重県 愛知 ・岐阜 新潟 ・石川県を対象としている。確かにこれらの地域は氏子狩り 本山の所在地や木地加工 盛んな地域であったが 同等に盛んな地域とし
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 13 ） 
てさらに多くの地域も調査対象になりえたことが図３と表１から推測される
（注十六）
。
 
山間部放牧の図４は、中国山地について、表２の結果を図化したものである。返信回答を得られなかった市町村が
多いため不明瞭さを残すが、一九六〇年代まで行われていた放牧管理の粗放性と集約性の違いがある程度明らかになり、山間部放牧の中心地域と周辺地域の違いが部分的なが
ら示せた。岡山県真庭郡から広島県比婆郡および鳥取県日
野郡から島根県仁多郡・飯石郡のかけての一帯 おいて最も丹念な管理のもとで山間部放牧がなされていた。鳥取県東部中部以東や島根県と広島県の中部以西では山間部放牧
が行われなかったかより粗放的な管理の山間部放牧が行わ
れていた。丹念な山間部放牧が行われていた地域の平野や海岸に近い一帯では、昼間だけ 牧し、夕方以降は家の厩舎に家畜を戻した。
 
夏期には、厩肥の重要性・牛馬への虻対策などを要因にして、舎飼いを行うかそれともより山地上方への移動（一
種の移牧）を行うかについて、放牧地域間での対応が分かれる。また、晩秋以降の飼育方式や、林野への火入れの有無なども、農村経済に占める放牧と農業あるいは他 林野利用と 競合 ウェイトの大小によって違いが生じた。しかし、アンケート 際してこれらの項目を十分項目化しな
かったため、十分な回答 得ら ず、作図した地域の山間
部放牧についても不十分な作図 とどまった。夏季 上方への移動は、岡山県上斎原村での調査で確認したが、中国地方の多くの地域では、夏季は虻対策 厩肥の必要のため舎飼いが一般に行われて た。上齋原村は、安田（一九六二）が提示した、奥羽と本州中央高地に一般的 全温暖季放牧型に相当し、多く 中国山地中央部に典型的な低暖地春秋放牧型にあたる。平野や海岸 近い一帯の放牧形態は、中国山地東部でみられた昼間放牧＝半放牧型 同様とみなせる。林野への火入れは、岡山県真庭郡、鳥取県日野郡江
府町溝口町など蒜山と大山の一帯でなされていたが、た
たら製鉄を行っていた日野郡日野町日南町で た ら
(高殿
)の燃料である大炭、及び鍛冶の燃料である小炭の生産
が必要であったため、火入れは行わなかった。
 
木材生産の図５は、江戸時代からの育成林業地域とその外延部に所在する明治期に拡大した地域および江戸時代か
（ 14 ） 
ら明治期にかけての採取林業地域を示している。江戸時代には、御林山（禁伐）を設け、立木台帳を作成することによって、林野資源を保護した例が多い。しかし、それらを
必ずしも経済活動とみなすことはできない。領主による占
有や優先的利用を意図してなされたことが多い らである
（注十七）
。採取林業については、社会的分業と住民にとって
の地域経済上の意義が大きいと思わ るものにつ のみ、経済活動とみなした。育成林業の場合は、社会的分業による各種の林業関連の職業と木材市場の成立がみられた。
 
江戸時代の最大の育成林業地域は紀ノ川流域の吉野林業地帯であった。これについで、京都の桂川上流部の山国林
業、関東の青梅、飯能・名栗の西川林業があっ 。それ以外に、宮崎の飫肥林業、より小規模ながら天竜、山武 尾鷲などがあった。飫肥に関し は、江戸時代の範囲が必ずしも十分明 かにできなかったため、広く設定した可能性がある。また、飫肥林業は領主的管理の側面が強く、他の
林業地域と同列の経済的林業地域とはみなしにくい。江戸
時代の採取林業地域としては、木曽、裏木曽、飛騨の一帯が最大の地域をな た。伊那南部も木曽に準じる地域とみなした。秋田についても採取林業地域としたが、その範囲を必ずしも十分明ら に きなかった。他にも多くの領主御立山を中心に、採取・択伐方式の林業が部分的に営まれ
ていたが、これらは領国内の藩用の消費が最大で、単発的
な材の販売にとどまってい とみなし、図化の対象から除外した。一八四〇年代頃から 各地で村民間を主体に、植林地の年季売買が行われ 地域 出現する。しかし これ
らの地域の育林生産については、江戸時代ではなく明治期
の育成林業地域と て作図した 一方 につい は、明治期になってから新たに採取林業地域は形成されなかったとみ した。
 
明治期に新たに育林生産が拡大した地域としては、吉野林
業、天竜林業の江戸時代からの地域の外縁部および、先
進林業地域の特色を部分的に参考にして成立し 各地の育林生産地域である。こ ら 地域でも木材流通の仕組 ができ、木材の搬出・売買がなされたので、育 が成立 たといえるが 江戸時代か 育成 ほどに社会的分業や市場の成立が進行していない。作図 際してはこれらの点を重視 図化した。
 
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 15 ） 
おわりに
 
 本稿では、牧野利用ないし林野放牧利用に関する全国図の作成ができなかった。焼畑、木炭生産、木地加工につい
ては、比率の大小によって、それぞれ別々に全国図を作成した。しかし、林野利用相互間においては、共存可能で親和的な林野利用がある一方で、他の林野利用に対して排他
的な林野利用も存在する。集約度の違いにより、同じ林野
利用でも、他の林野利用との親和性・排他性に違いが生じる。林野利用全般に関しての全国地域区分図を作成するには、ひとつずつの林野利用図をそろえ らをもと 、
林野利用間の相互関係をうまく反映するように作図する必
要がある。
 
また、本稿では、扱った林野利用が一八九一年から一九五
七‐六〇年までと時間的幅をもつため、同一地域におけ
る林野利用の時間的変化をさまざまな地域で確認し 矛盾がないように各地の の時間的変化を整理して林野利用全般に関しての全国図を作成する必要がある。
 
これらの残された課題について、いずれ他日を期したい。
 
        
（ 16 ） 
                    
図１ 焼畑生産のさかんな地域（1950 年当時）
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 17 ） 
                    
注）『1950 年世界農業センサス』により作成 
（ 18 ） 
                    
図２ 木炭生産のさかんな地域（1957-60 年当時）
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 19 ） 
                    
注）『1960 年林業センサス』により作成 
（ 20 ） 
                    
図３ 木地加工製造のさかんな地域（1891 年当時）
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 21 ） 
                    
注）『明治 24 年徴発物件一覧表』により作成
（ 22 ） 
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日本における育林生産特化以前の林野利用図 
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表１ 1891(明治 24)年当時 木挽職人が多く在住した市郡町村
木挽職 
1000 人 
あたり 
人数 
1891(明治 
24)年当時 
の県名 
1891(明治 
24)年当時 
の市郡名 
1920(大正 9)年
当時の所属郡名。
同一なら○ 
両時点で郡が異なる場合、1891 年の郡に所属する構成町村群の一覧 
26.4 長野縣 下伊那郡 ○   
22.3 島根縣 穩地郡 ○   
22.1 靜岡縣 長上郡 浜名郡の一部 
掛塚村､河輪村､五島村､芳川村､飯田村､橋田村､蒲村､天王村､市野村､万解村､笠井村､美島村､ 
平貴村､小野田村 
18.9 廣島縣 惠蘇郡 比婆郡の一部 比和村､高野山村､口北村､口南村､山内北村､山内東村､山内西村 
15.6 和歌山縣 東牟婁郡 ○   
15.6 廣島縣 山縣郡 ○   
15.5 廣島縣 神石郡 ○   
15.4 島根縣 周吉郡 ○   
15.2 愛知縣 北設樂郡 ○   
13.9 廣島縣 甲奴郡 ○   
12.5 鳥取縣 八東郡 八頭郡の一部 
大御門村､隼村､安部村､逢郷村､豊米村､八東村､小畑村､若桜村､赤松村､菅野村､池田村､ 
上私都村､中私都村､下私都村 
12.2 大分県 日田郡 ○   
11.9 廣島縣 高田郡 ○   
10.6 大分県 北海部郡 ○   
9.5 山口縣 阿武郡 ○   
9.4 三重縣 南牟婁郡 ○   
9.3 福岡県 上坐郡 朝倉郡の一部 志波村､小石原村､宝珠山村､松末村､把木村､久喜宮村､高木村､朝倉村､宮野村､福成村､大庭村 
9.2 廣島縣 佐伯郡 ○   
9.1 廣島縣 世羅郡 ○   
8.6 岡山縣 赤阪郡 赤磐郡の一部 
西高月村､東高月村､鳥取下村､鳥取中村､鳥取上村､西山村､軽部村､ 
笹岡村､周匝村､山方村､仁堀村､布都美村､竹枝村､五城村､葛城村 
8.5 廣島縣 三次郡 双三郡の一部 板木村､川地村､酒河村､八次村､河内村､君田村､布野村､作木村､原村､三次町。 双三郡で ok 
6.7 廣島縣 三谿郡 双三郡の一部 双三郡がともに同範疇の木地地域なので、掲載略 
8.3 岐阜縣 不破郡 ○   
8.0 島根縣 安濃郡 ○   
7.9 廣島縣 沼田郡 安佐郡の一部 
三條村､山本村､祇園村､川内村､安村､伴村､戸山村､日浦村､ 
長束村､八木村､緑井村､久地村､小河内村､西原村､東原村 
7.9 廣島縣 三上郡 比婆郡の一部 庄原村､敷信村､峯田村､本村､高村 
7.8 栃木縣 鹽谷郡 ○   
7.7 福井縣 大飯郡 ○   
7.6 靜岡縣 周知郡 ○   
7.5 島根縣 能義郡 ○   
7.3 兵庫縣 神西郡 神埼郡の一部 香呂村､鶴居村､福崎村､長谷村､寺前村､甘地村､中寺村 
7.2 鹿児島縣 阿多郡 日置郡の一部 伊作村､田布施村､阿多村 
7.1 島根縣 飯石郡 ○   
7.0 長野縣 西筑摩郡 ○   
6.7 靜岡縣 豐田郡 磐田郡の一部 
池田村､天竜村、三川村､長野村､袖浦村､井通村､野都村､十束村､中ノ町村､豊西村､竜池村､ 
今井村､富岡村､岩田村､佐久間村､浦川村､敷地村､赤佐村､中瀬村､二俣村､広瀬村､光明村､ 
龍川村､下阿多古村､上阿多古村､熊村､山香村､梅原村､中泉村､向笠村､大藤村 
6.7 島根縣 美濃郡 ○   
6.7 東京府 小笠原 ○   
6.5 岐阜縣 山縣郡 ○   
6.5 福島縣 楢葉郡 双葉郡の一部 久之浜村､大久村､広野村､木戸村､龍田村､富岡村､上岡村､川内村､川前村 
6.3 島根縣 秋鹿郡 八束郡の一部 伊野村､大野村､秋鹿村､長江村､古曾志村､古志村､佐太村､恵曇村 
6.2 島根縣 仁多郡 ○   
6.2 石川縣 鳳至郡 ○   
6.2 靜岡縣 靜岡市 ○   
6.1 愛知縣 八名郡 ○   
6.0 福岡県 生葉郡 浮羽郡の一部 大石村､山春村､姫治村､椿子村､浮羽村､千年村､吉井町､福富村､星野村 
6.0 岩手縣 中閉伊郡 下閉伊郡の一部 川井村､門馬村､小国村 
5.9 岐阜縣 惠那郡 ○   
5.9 東京府 三宅島 ○ 大正 9 年の表に対照 id がない(大島 489 か八丈島 495 の下位に位置するのか？) 
5.8 島根縣 大原郡 ○   
5.8 宮城縣 本吉郡 ○   
5.7 山口縣 大津郡 ○   
5.7 岐阜縣 大野郡 ○（飛騨大野郡）   
5.7 島根縣 邑智郡 ○   
5.4 靜岡縣 那賀郡 賀茂郡の一部 中ノ郷村､仁科村､田子村､宇久須村 
5.4 廣島縣 賀茂郡 ○   
5.4 石川縣 鹿島郡 ○   
5.3 岡山縣 哲多郡 阿哲郡の一部 上市村、新郷村､神代村､矢神村､野馳村､新砥村､萬歳村､本郷村､石蟹郷村 
5.3 京都府 北桑田郡 ○   
5.1 廣島縣 豐田郡 ○   
5.0 靜岡縣 田方郡 ○   
5.0 島根縣 煮宇郡 八束郡の一部 
揖屋村､熊野村､津田村､竹矢村､出雲郷村､意東村､岩坂村､大庭村､乃木村､忌都村､湯町村､ 
玉造村､来海村､宍道村､波入村､二子村 
5.0 廣島縣 高宮郡 安佐郡の一部 
狩小川村､福木村､深川村､口田村､中原村､三入村､ 
亀山村､三川村､可部町､大林村､飯室村､鈴張村 
4.9 徳島縣 海部郡 ○   
4.9 島根縣 迩摩郡 ○   
4.9 鳥取縣 智頭郡 八頭郡の一部 
大村､用瀬村､社村､口佐治村､中佐治村､上佐治村､智頭村､富沢村､大内村､山郷村､虫井村､ 
中田村､那岐村 
4.8 神奈川県 西多摩郡 ○（現、東京都）   
4.8 岐阜縣 上石津郡 養老郡の一部 牧田村､多良村､澤田村､乙坂村､一之瀬村､桜井村､時山村､時村 
注）『明治 24 年徴発物件一覧表』を集計して作成 
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図５ 江戸・明治期の林業地帯
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 25 ） 
                    
 
注）先行研究・林制史料・森林組合記念誌等により作成
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表 2 中国地方で林野放牧をおこなっていた地域 
県 市町村 返答 林野放牧 火入れ 実施農民･組合 県 市町村 返答 林野放牧 火入れ 実施農民･組合 
関金町 ○ × ×   津山市 ○ △   不明 
岸本町 ○ ○ × 日々連れ帰り 高梁市        
西伯町 ○ ○ × 旧東長田で日々連れ帰り 新見市 ○ ◎ △ 3 牧野組合長 
会見町 ○ × ×   御津町 ○ ○   組合なし｡3 名入植者 
江府町 ○ ◎ ○   建部町        
溝口町 ○ ◎ ○   加茂川町 ○ ○   2 名(和牛･酪農) 
日南町 ○ ○ ×   吉井町        
鳥取県
 
日野町 ○ ○ ×   和気町        
広瀬町         吉永町 ○ ○   2 名｡詳細は不明 
伯太町         日生町        
仁多町         佐伯町        
横田町         美星町        
木次町         芳井町 ○ ×     
大東町         北房町        
加茂町 ○ ×     賀陽町        
三刀屋町         有漢町        
吉田村 ○ ◎   7 名の氏名 川上町 ○ ×     
掛谷町         成羽町        
桜江町 ○ ×     備中町        
羽須美村 ○ ×     大佐町        
大和村 ○ ×     哲多町        
匹見町 ○ ×     哲西町        
美都町 ○ ×     神郷町        
日原町 ○ ×     落合町        
島根県
 
柿木村 ○ ×     勝山町 ○ ○   やめて長年月｡回答困難 
三次市         久世町        
庄原市 ○ ○   1 名に選任 湯原町 ○ ◎   和牛支部長 18 名 
蒲刈町         新庄村 ○ ◎   谷ごとに 9名 
下蒲刈町         美甘村        
湯来町         川上村 ○ ◎ ○ 谷ごとに 9組合名 
吉和村 ○ ×     八束村        
千代田町 ○ ○   1 名 中和村        
加計町 ○ ◎   2 箇所組合長の名は得られず 加茂町 ○ ◎   2 名 
筒賀村         奥津町 ○ ◎   15 名 
吉田町         鏡野町        
甲田町         冨村 ○ ◎   5 名 
美土里町         上斎原村        
高宮町         阿波村        
八千代町 ○ ×     勝央町 ○ ×     
向原町         勝田町 ○ ○   2 牧野組合｡20 年前閉鎖 
大和町 ○ ○   地図中に牧野図示 勝北町        
福富町 ○ ×     奈義町        
豊栄町         美作町        
木江町         作東町 ○ ×     
大崎町         大原町 ○ △   個別飼養｡採草が主 
豊町         英田町 ○ ×     
川尻町         東粟倉村        
東野町         西粟倉村 ○ ×     
豊浜町         旭町        
久井町         久米南町 ○ ×     
世羅町         中央町        
甲山町         久米町        
世羅西町         
岡山県
 
柵原町        
神石町               
三和町               
油木町               
豊松村               
上下町               
総領町 ○             
甲奴町         林野放牧：◎組合･大字別などの組織を組み丹念に牧野を管理して実施 
三和町 ○ ×          ○実施していたとの回答。詳細については言及なく不明 
吉舎町              ×該当なし(経験世界において行われていなかった) 
三良坂町              不明(事実関係について知識がない、わからない) 
君田村              △全くなかったわけではないが行っていたというほどでもない 
布野村               
作木村               
西城町 ○             
高野町 ○ ◎   13 名の一覧       
東城町 ○ ◎   19 名の一覧       
口和町 ○             
広島県
 
比和町               
注)1990 年秋に筆者が中国 4 県の市町村産業課に行ったアンケート･聞き取りの調査結果 
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
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注
 
一．一九九〇～一九九二年度の文部省重点領域研究「近代化による
環境変化の地理情報システム」 （代表西川治）において、土地利
用変化研究班
(代表氷見山幸夫
)により刊行された『日本の近代化と土地利用変化』 （一九九二）において、林野利用に関して、藤
田佳久により、近世末、明治大正期、現代の三期の林野利用が地図化された。しかし、凡例「育成林、松林、その他の針葉樹林、禿げ山、焼畑、柴草山、その他の荒地、その他の広葉樹林、矮松地、混交樹林」が示すように、植生を主体にした分類がなされえており、必ずしも林野利用図になっていない。
 
二．佐々木高明（一九六六）わが国における焼畑の地域的分布（上） 『立命館文学』二五三、五八一
-六二八。同（下） 『立命館文学』
二五六、八七八
-九二〇
 
三．農林省山林局編
(一九三六
)『治水関係資料
 
第九輯
 
焼畑及切替畑ニ関スル調査』 。昭和十年に焼畑調査が実施され、それを編
集した全国資料。現在、国立国会図書館の 代デジタルライブラリーによって、閲覧・複写できる。
 
四．日本では、農業に関しては戦前の昭和十三年農家一斉調査以来、農業・農家全般に関する一斉調査がなされており、戦後、Ｆ
ＡＯが世界的規模で提唱したのに参加し、 『一九五〇年世界農業セ
ンサス』が刊行された。しかし、林業に関する調査は一九五〇
年時点では行われず、その後十年ごとになされる世界農業センサスに合わせて、林業・林業経営体全般に関する一斉調査が行われ、我が国独自の林業センサスが 一九六〇年にはじめて刊行された。これ以降、農業とともに 業の調査およびセンサスの刊行が定期的に行われるようになった。
 
五．白炭も黒炭も、四日前後の窯入れは同じだが、燃焼まっただなかの赤い炭を搔き出して乾燥した灰をかぶせて酸欠状態で人為
的に鎮火する白炭は、着火しにくいがひと び着火すると煙が少なく高温で長時間使用可能である。調理に適する。樫類を原材料にすることが多く 特 ウバメガシを原材料にするも を、紀州田辺商人の名を由来に、備長炭と称する。ナラを用いた白炭は、見た目の美しさから茶の湯で重宝される。一方、黒炭は窯の中
で窯を密封し酸欠状態で冷えるまで自然鎮火させる。着火し
やすいが、煙が多く、白炭ほど長 間もたない。黒炭の方 一般的で 家庭用（炊飯、風呂）のほか、工業用の炭にも用いられ
（ 28 ） 
てきた。一般的な雑木林の樹種であるコナラやクヌギなどを原材料とする。
 
六．蛭谷の氏子狩帳は杉本寿、君ヶ畑の氏子狩帳は橋本鉄男により発見・翻刻された。
 
 
杉本寿（一九七二） 『木地師支配制度の研究』ミネルヴァ書房
 
 
橋本鉄男（一九七〇） 『木地屋の移住史
 
第一冊
 
君ヶ畑氏子狩帳』民俗文化研究会
 
七．陸軍省軍務局第一軍務課編（一八九一） 『明治二四年徴発物件一覧表』 。雄松堂フィルム出版として、マイクロフィルム形式で
刊行されている。明治二四年版が最も詳しい。
 
八． 村山研究室の資料のＵＲＬは
http://giswin.geo.tsukuba.ac.jp/teacher/
m
urayam
a/gisdata.html。 『明治二四年徴発物件一覧表』 のデー
タが八つのファイルに分けて提供されているので、それをもとに、
郡別の集計表を作成して、本作業をおこなった。ただし、八
つのファイルには、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県 沖縄県、北
海道の原資料分について、入力が欠落している。そこで、木
地師・木地屋にかかわる木地加工に関し 、沖縄県と北海道を除く四県 ついて、原資料をもとに入力し、それをあわせて全国の市郡別集計表を作成した。
 
九．誤差の確認のため、市郡ごとの男女比を求め、エクセルのフィルターにより昇順・降順に配列しなおして作業を行った。この
調べ方について、小泉諒さんのアドバ スを得た。
 
十．安田初雄（一九五四）日本に於ける山地放牧の地理的研究（その１） 『福島大学学芸学部論集』五、三八
-四七
 
 
安田（一九五六ａ）日本の山地放牧『地学雑誌』六五（一） 、一二
-二〇
 
 
安田（一九五六ｂ）日本における牧野景観 地域的特性『地理学評論』二九（二） 、
 
 
安田（一九五六ｃ）大佐渡山地の放牧『福島大学 芸学部論集』七、
-八
 
 
安田（一九六二）本邦における放牧 地理学的研究『福島大学学芸学部論集
 
社会科学』一三（一） 、四一
-八五
 
 
石田寛（一九六〇）かべうち
 
かべそと（広島史学研究会周三〇年記念史学・地理学論集『史学研究』七七・七八合併号）
 
 
石田（一九六〇）放牧と垣内『人文地理』二二
 
日本における育林生産特化以前の林野利用図 
（ 29 ） 
 
石田（一九六一ａ）野飼・放飼と牛飼子・牧童―刈跡放牧との関連において『岡山大学教育学部研究集録』一〇
 
 
石田（一九六一ｂ）準平原と牧畜（石田・岸本・浜田・山崎共編『中国と四国』日本地誌ゼミナール、大明堂、所収） 、六九
-八
一ページ
 
十一．帝国馬匹協会（一九三九） 『公私有牧野統計表
 
昭和十二年十二月末日現在』
 
 
本資料についても、現在、国立国会図書館の近代デジタルライブラリーによって閲覧・複写できる。
 
十二．中国地方の放牧に関しては、一 八〇年代後半から一九九〇年代前半にかけて調査した。本アンケートは一九九〇年秋に行っ
た。
 
十三．次の拙稿の注に、林業地域ごとに既存研究を掲載している。
 
 
松尾容孝（一九九七）育成林業地域の形成と展開に関する研究史の整理と今後の研究課題『歴史地理学』三九
-三（一八四） 、三
九
-六〇
 
十四．農林省山林局編（一九三〇
-三四） 『日本林制史資料』朝陽会
 
 
徳川林政史研究所編（一九七一） 『日本林制史調査資料総目録』雄松堂書店
 
 
『日本林制史調査資料』は雄松堂出版からマイクロフィルム（リール群 で出版されている。
 
十五．近年、空間データ基盤に関わるさまざまなデータが国土交通
省をはじめとする諸機関によってＧＩＳデータとして提供され
るに至っている。これらのデータが無償で利用でき、それによって空間情報の地図化や地図分析が大いに進展しつつある。しかしながら、ＧＩＳによる作図 技術修得はそれほど容易ではない。今回長年企図して果たせなかった林野利用図の作成を部分的ながら行い得たのは、小泉諒さんに、ご教示と技術支援を賜ったことによる。ここに記して、謝意を表します
 
十六．文化財保護委員会編（一九六八） 『木地師の習俗
 
１滋賀県・三重県』平凡社
 
 
文化財保護委員会編（一九六九） 『木地師の習俗
 
２愛知県・岐阜県』平凡社
 
 
文化財保護委員会編（一九七四） 『木地師の習俗
 
３新潟県・石川県』文化庁文化財保護部
 
（ 30 ） 
十七．領主が領有し管理運営した林野の実態については、必ずしも経済面だけでない特別な利用とそれを支えた社会的背景があっ
たと考えられる。イギリスのロイヤルフォーレストに関する研究成果やドイツの領主林野との比較を念頭においてなすべき研究課題が残されてい と考えている。
 
 付記
 
本稿の遂行については、二〇〇八～二〇一〇年度科学研究費
(基盤研究Ｃ
)「人口希薄な農村地域をエンパワー
する」と、二〇一一～二〇一三年度科学研究費
(基盤研究Ｃ
)「農山村における多様な居住実態を踏まえた地域資源の
ガバナンスの探求」の 部を使用した。
 
